
科学研究費補助金取扱規程（昭和40年3月30日文部省告示第110号）
 における研究機関一覧

平成１７年４月１日現在

　　次に掲げる研究機関に常勤の研究者として所属する者が、科学研究費補助金の研究代表者として
 申請することができる。

１　大学・短期大学（１，２０３機関）
（個別名称は省略）

２　大学共同利用機関（１５機関）
分子科学研究所
基礎生物学研究所
生理学研究所
核融合科学研究所
国際日本文化研究センター
国文学研究資料館
国立遺伝学研究所
国立極地研究所
国立情報学研究所
国立天文台
国立民族学博物館
国立歴史民俗博物館
総合地球環境学研究所
統計数理研究所
大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構

３　文部科学省の施設等機関（１機関）
国立教育政策研究所

４　高等専門学校（６３機関）
（個別名称は省略）

５　文部科学大臣が指定する機関（３６２機関）

（１）第２条第１項第４号の研究機関

１．国の設置する研究所その他の機関（１８機関）

科学技術政策研究所
科学警察研究所
気象研究所
国土技術政策総合研究所
国土地理院（地理地殻活動研究センター）
国立医薬品食品衛生研究所
国立感染症研究所
国立がんセンター（研究所）
国立国際医療センター（研究所）
国立社会保障･人口問題研究所
国立循環器病センター（研究所）



国立身体障害者リハビリテーションセンター（研究所）
国立成育医療センター（研究所）
国立精神･神経センター
国立保健医療科学院
国立水俣病総合研究センター
国立長寿医療センター（研究所）
農林水産政策研究所

２．地方公共団体の設置する研究所その他の機関（５５機関）

愛知県がんセンター（研究所）
愛知県心身障害者コロニー発達障害研究所
秋田県工業技術センター
秋田県高度技術研究所
秋田県総合食品研究所
秋田県農業試験場
秋田県立脳血管研究センター（研究局）
大阪市立環境科学研究所
大阪市立自然史博物館
大阪府教育センター
大阪府立公衆衛生研究所
大阪府立産業技術総合研究所
大阪府立食とみどりの総合技術センター
大阪府立成人病センター（研究所）
大阪府立母子保健総合医療センター（研究所）
岡山県生物科学総合研究所
岡山県光量子科学研究所
神奈川県衛生研究所
神奈川県温泉地学研究所
神奈川県立がんセンター（臨床研究所）
神奈川県立近代美術館
神奈川県立生命の星・地球博物館
神奈川県立歴史博物館
北九州市立自然史･歴史博物館
熊本県工業技術センター
群馬県衛生環境研究所
群馬県立ぐんま天文台
埼玉県環境科学国際センター
埼玉県立がんセンター（研究室）
滋賀県琵琶湖・環境科学研究センター
滋賀県立成人病センター（研究所）
滋賀県立琵琶湖博物館
静岡県立静岡がんセンター（研究所）
千葉県衛生研究所
千葉県がんセンター（研究所）
千葉県立中央博物館
徳島県立博物館
栃木県立美術館
富山県衛生研究所
富山県環境科学センター
富山市科学文化センター
奈良県農業技術センター
奈良県立橿原考古学研究所
兵庫県立人と自然の博物館



広島県立林業技術センター
福岡県工業技術センター
福島県ハイテクプラザ
北海道開拓記念館
北海道立衛生研究所
北海道立畜産試験場
宮城県立がんセンター（研究所）
宮崎県木材利用技術センター
山梨県環境科学研究所
山梨県森林総合研究所
横須賀市自然･人文博物館

３．法律により直接設立された法人若しくは当該法人の設置する研究所
　　その他の機関（７７機関）

大学共同利用機関法人自然科学研究機構（岡崎共通研究施設）
大学共同利用機関法人　人間文化研究機構本部
独立行政法人医薬基盤研究所
独立行政法人宇宙航空研究開発機構
独立行政法人海上技術安全研究所
独立行政法人海洋研究開発機構
独立行政法人経済産業研究所
独立行政法人建築研究所
独立行政法人港湾空港技術研究所
独立行政法人国際農林水産業研究センター
独立行政法人国立オリンピック記念青少年総合センター
独立行政法人国立科学博物館
独立行政法人国立環境研究所
独立行政法人国立健康･栄養研究所
独立行政法人国立国語研究所
独立行政法人国立女性教育会館
独立行政法人国立特殊教育総合研究所
独立行政法人国立大学財務・経営センター
独立行政法人国立博物館京都国立博物館
独立行政法人国立博物館東京国立博物館
独立行政法人国立博物館奈良国立博物館
独立行政法人国立美術館京都国立近代美術館
独立行政法人国立美術館国立国際美術館
独立行政法人国立美術館国立西洋美術館
独立行政法人国立美術館東京国立近代美術館
独立行政法人国立病院機構　大阪医療センター（臨床研究部）
独立行政法人国立病院機構　大阪南医療センター（臨床研究部）
独立行政法人国立病院機構　金沢医療センター（臨床研究部）
独立行政法人国立病院機構　京都医療センター（臨床研究センター）
独立行政法人国立病院機構　相模原病院（臨床研究センター）
独立行政法人国立病院機構　千葉東病院（臨床研究センター）
独立行政法人国立病院機構　仙台医療センター（臨床研究部）
独立行政法人国立病院機構　善通寺病院（臨床研究部）
独立行政法人国立病院機構　名古屋医療センター（臨床研究センター）
独立行政法人国立病院機構　九州医療センター（臨床研究部）
独立行政法人国立病院機構　九州がんセンター（臨床研究部）
独立行政法人国立病院機構　呉医療センター（臨床研究部）
独立行政法人国立病院機構　東京医療センター（臨床研究センター）
独立行政法人国立病院機構　長崎医療センター（臨床研究センター）



独立行政法人国立病院機構　宇多野病院（臨床研究部）
独立行政法人国立病院機構　近畿中央胸部疾患センター（臨床研究センター）
独立行政法人国立病院機構　久里アルコール症センター（臨床研究部）
独立行政法人国立病院機構　山陽病院（臨床研究部）
独立行政法人国立病院機構　静岡てんかん・神経医療センター（臨床研究部）
独立行政法人国立病院機構　南岡山医療センター病院（臨床研究部）
独立行政法人国立病院機構　花巻病院（臨床研究部）
独立行政法人国立病院機構　東名古屋病院(臨床研究部）
独立行政法人国立病院機構　宮城病院（臨床研究部）
独立行政法人材木育種センター
独立行政法人産業安全研究所
独立行政法人産業医学総合研究所
独立行政法人産業技術総合研究所
独立行政法人酒類総合研究所
独立行政法人消防研究所
独立行政法人食品総合研究所
独立行政法人森林総合研究所
独立行政法人水産総合研究センター
独立行政法人水産大学校
独立行政法人大学入試センター
独立行政法人情報通信研究機構
独立行政法人大学評価・学位授与機構
独立行政法人電子航法研究所
独立行政法人土木研究所
特殊法人日本原子力研究所
独立行政法人日本スポーツ振興センター（国立スポーツ科学センター）
独立行政法人農業・生物系特定産業技術研究機構
独立行政法人農業環境技術研究所
独立行政法人農業工学研究所
独立行政法人農業生物資源研究所
独立行政法人物質･材料研究機構
独立行政法人文化財研究所東京文化財研究所
独立行政法人文化財研究所奈良文化財研究所
独立行政法人防災科学技術研究所
独立行政法人放射線医学総合研究所
独立行政法人北海道開発土木研究所
独立行政法人メディア教育開発センター
独立行政法人理化学研究所

４．民法第３４条の規程により設立された法人（１６６機関）

(財）出光美術館
(財)石神記念医学研究所
(財）岩手生物工学研究センター
(財)乙卯研究所
(財)上原学術研究所
(財)英文法令社
(財)応用科学研究所
(財)応用菌学研究所
(財)応用光学研究所
(財)応用生科学研究所
(財)大倉精神文化研究所
(財)大阪結核研究会
(財)大阪国際児童文学館



(財)大阪市美術振興協会
(財)大阪市文化財協会
(財)大阪バイオサイエンス研究所
(財)緒方医学化学研究所
(財)冲中記念成人病研究所
(財)科学技術振興会
(財)科学教育研究会
(財)化学療法研究会
(財)かき研究所
(財)かずさＤＮＡ研究所
(財)神奈川科学技術アカデミー
(財)兼松貿易研究基金
(財)川村理化学研究所
(財)癌研究会
(財)元興寺文化財研究所
(財)関西経済研究センター
(社)北里研究所
(財）切手の博物館
(財)衣笠会
(財)岐阜県国際バイオ研究所
(財)九州経済調査協会
(財)九州システム情報技術研究所
(財)教育調査研究所
(財)教育文化研究所
(財)教科書研究センター
(財)京都高度技術研究所
(財)近畿高エネルギー加工技術研究所
(財)計量計画研究所
(財)研医会
(財)言語文化研究所
(財)建設技術研究所
(財)建設工学研究会
(財)建設工学研究所
(財)建築研究協会
(財)高輝度光科学研究センター
(財)光線研究所
(財)高知県牧野記念財団
(財)河野臨床医学研究所
(財)高分子研究所
(財)語学教育研究所
(財)国際科学振興財団
(財)国際高等研究所
(財)国際生態学センター
(財)国際東アジア研究センター
(財)国際メディア研究財団
(財)古代オリエント博物館
(財)古代學協会
(財)小林理学研究所
(財)小峰研究所
(財)災害科学研究所
(財)阪本精神病理学研究所
(財)佐々木研究所
(財)産業創造研究所
(財)三康文化研究所



(財)サントリー生物有機科学研究所
(財)自然史科学研究所
(財)実験動物中央研究所
(財)植物科学研究協会
(財)史料調査会
(財)進化生物学研究所
(財)神経研究所
(財)震災予防協会
(財)心臓血管研究所
(財)生産開発科学研究所
(財)政治経済研究所
(財)世界人権問題研究センター
(財)先端医療振興財団
(財)総合経済研究所
(財)素材工学研究会
(財)ソ連問題研究会
(財)大学基準協会（大学評価･研究部）
(財)体質研究会
(財)大日本蚕糸会
(財)田附興風会
(財)田中教育研究所
(財)蛋白質研究奨励会
(財)地球環境戦略研究機関
(財)中央温泉研究所
(財)中近東文化センター
(社)中国研究所
(財)中日文化研究所
(財)電気磁気材料研究所
(財)電磁応用研究所
(財)電子科学研究所
(財)電力中央研究所
(財)ドイツ語学文学振興会
(財)東京都医学研究機構
(財)東京都高齢者研究･福祉振興財団
(財)統計研究会
(財)動物繁殖研究所
(財)東方研究会
(財)東洋食品研究所
(財)東洋哲学研究所
(財)東洋文庫
(財)徳川黎明会
(財)特殊無機材料研究所
(財)豊田理化学研究所
(財)名古屋産業科学研究所
(財)新潟県文化振興財団
(財)日独文化研究所
(財)日本園芸生産研究所
(財)日本学協会
(財)日本きのこセンター
(財)日本経済研究所
(財)日本国際医学協会
(財)日本産業科学研究所
(財)日本色彩研究所
(財)日本真珠研究所



(財)日本進路指導協会
(財)日本水路協会（海洋情報研究センター）
(財)日本数学検定協会（学習数学研究所）
(財)日本生物科学研究所
(財)日本積雪連合
(財)日本統計協会
(財)日本農業研究所
(財)日本美容医学研究会
(財)日本蛇族学術研究所
(財)日本モンキーセンター
(財)額田医学生物学研究所
(財)脳血管研究所
(財)能力開発工学センター
(財)野口研究所
(財)野田産業科学研究所
(財)野間教育研究所
(財)発酵研究所
(財)服部植物研究所
(財)財団法人花と緑の銀行
(財)濱野生命科学研究財団
(財）ファインセラミックスセンター
(財)阪神･淡路大震災記念協会（人と未来防災センター）
(財)阪大微生物病研究会
(財)半導体研究振興会
(財)微生物化学研究会
(財)ファジィシステム研究所
(財)深田地質研究所
(財)物理探鉱研究会
(社)部落問題研究所
(財)防災研究協会
(財)放射線影響研究所
(財)防虫科学研究所
(財)三井文庫
(財)三菱経済研究所
(財)目黒寄生虫館
(財)柳工業デザイン研究会
(財)山形県産業技術振興機構
(財)山階鳥類研究所
(財)溶接研究所
(財)溶接接合工学振興会
(財)ルイ・パストゥール医学研究センター
(財)レーザー技術総合研究所
(財)労働科学研究所
(財)若狭湾エネルギー研究センター
(財）平和・安全保障研究所

計３１６機関

（２）第２条第２項の研究機関

エイシイ・デイシイ株式会社
エスアイ精工株式会社
株式会社エスアールエル
オムロン株式会社技術本部



株式会社大林組技術研究所　
株式会社海洋バイオテクノロジー研究所
鹿島建設株式会社技術研究所
鹿島建設株式会社小堀研究室
株式会社カルディオ
医療法人さわらび会福祉村病院長寿医学研究所
技術研究組合生物分子工学研究所
株式会社KDDI研究所
株式会社神戸製鋼所技術開発本部
株式会社国際電気通信基礎技術研究所
三洋電機株式会社技術開発本部
株式会社シクスオン
株式会社島津製作所
清水建設株式会社技術研究所
新日本製鐵株式会社技術開発本部
株式会社数理設計研究所
株式会社生命誌研究館
大成建設株式会社技術センター
株式会社竹中工務店技術研究所
帝人デュポンフィルム株式会社（基盤技術開発部）
株式会社テクノバ
株式会社東芝研究開発センター
特定非営利活動法人市民活動情報センター
株式会社豊田中央研究所
日本製粉株式会社中央研究所
日本電信電話株式会社NTTコミュニケーション科学基礎研究所
日本電信電話株式会社NTT物性科学基礎研究所
日本ビーシージー製造株式会社中央研究所
株式会社パトリス
浜松ホトニクス株式会社
株式会社林原生物化学研究所類人猿研究センター
富士ゼロックス株式会社研究本部中央研究所
株式会社富士通研究所
株式会社フューエンス
古河電気工業株式会社研究開発本部横浜研究所
株式会社ベネッセコーポレーション未来教育センター
株式会社ペプタイドドア
株式会社ポストゲノム研究所
株式会社三菱化学科学技術研究センター
株式会社三菱化学生命科学研究所
三菱電機株式会社開発本部
有限会社ミネルバライトラボ

計４６機関
１，６４４機関
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